
大阪市中央区備後町二丁目2番1号

株式会社  関 西 み ら い 銀 行

代表取締役社長   菅   哲 哉

（単位：百万円）

金 額 金 額

（負 債 の 部）

3,123,587 7,405,666

現 金 42,195 330,788

預 け 金 3,081,392 4,112,393

53 32,385

931,139 11,862

国 債 335,819 2,856,279

地 方 債 151,846 61,958

社 債 302,294 267,540

株 式 34,770 1,332,216

そ の 他 の 証 券 106,408 61,533

6,784,883 1,551,389

割 引 手 形 13,335 1,551,389

手 形 貸 付 87,923 196

証 書 貸 付 6,493,582 47

当 座 貸 越 190,041 149

14,041 40,154

外 国 他 店 預 け 12,076 0

買 入 外 国 為 替 978 876

取 立 外 国 為 替 985 9,587

73,008 2,220

未 決 済 為 替 貸 0 4,666

前 払 費 用 664 933

未 収 収 益 5,595 1,363

先 物 取 引 差 入 証 拠 金 891 20,506

金 融 派 生 商 品 8,869 3,710

金 融 商 品 等 差 入 担 保 金 6,585 7,306

そ の 他 の 資 産 50,401 4,209

68,182 209

建 物 17,763 15,843

土 地 45,730 10,689,976

リ ー ス 資 産 752

建 設 仮 勘 定 0 38,971

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 3,936 170,998

7,224 38,971

ソ フ ト ウ ェ ア 597 132,026

の れ ん 5,832 121,547

リ ー ス 資 産 2 121,547

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 791 繰 越 利 益 剰 余 金 121,547

23,966 331,517

16,687 1,057

15,843 △ 79

△ 35,670 476

1,454

332,971

11,022,948 11,022,948

貸 出 金

借 入 金

当 座 預 金

普 通 預 金

買 入 金 銭 債 権 貯 蓄 預 金

有 価 証 券 通 知 預 金

定 期 預 金

そ の 他 の 預 金

科 目 科 目

（資 産 の 部）

現 金 預 け 金 預 金

譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー

借 用 金

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金

売 渡 外 国 為 替

外 国 為 替

未 払 外 国 為 替

そ の 他 負 債外 国 為 替

再評価に係る繰延税金負債

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

前 受 収 益そ の 他 資 産

金 融 派 生 商 品

リ ー ス 債 務

未 決 済 為 替 借

そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 の 引 当 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益支 払 承 諾 見 返

土 地 再 評 価 差 額 金

資 本 準 備 金無 形 固 定 資 産

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

第 ３ 期  決 算 公 告

2022年6月28日

貸 借 対 照 表（2022年3月31日現在）

前 払 年 金 費 用

その他有価証券評価差額金

有 形 固 定 資 産

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

   （純 資 産 の 部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 産 除 去 債 務



（単位：百万円）

金　　　　　　　　　　　額

117,280

79,525

貸 出 金 利 息 71,919

有 価 証 券 利 息 配 当 金 3,901

コ ー ル ロ ー ン 利 息 0

預 け 金 利 息 3,603

そ の 他 の 受 入 利 息 101

13

31,809

受 入 為 替 手 数 料 4,193

そ の 他 の 役 務 収 益 27,615

3,307

外 国 為 替 売 買 益 724

商 品 有 価 証 券 売 買 益 0

国 債 等 債 券 売 却 益 1,734

金 融 派 生 商 品 収 益 849

2,624

償 却 債 権 取 立 益 1,440

株 式 等 売 却 益 432

そ の 他 の 経 常 収 益 751

97,790

2,118

預 金 利 息 2,145

譲 渡 性 預 金 利 息 7

コ ー ル マ ネ ー 利 息 △ 255

債券貸借取引支払利息 74

借 用 金 利 息 1

金利スワップ支払利息 80

そ の 他 の 支 払 利 息 64

12,951

支 払 為 替 手 数 料 701

そ の 他 の 役 務 費 用 12,249

2,204

国 債 等 債 券 売 却 損 2,186

国 債 等 債 券 償 却 17

72,697

7,819

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 4,150

貸 出 金 償 却 1,089

株 式 等 売 却 損 0

株 式 等 償 却 12

そ の 他 の 経 常 費 用 2,567

19,490

1,132

固 定 資 産 処 分 益 1,132

4,287

固 定 資 産 処 分 損 939

減 損 損 失 3,347

16,335

644

5,284

5,928

10,406

損 益 計 算 書

法 人 税 等 合 計

営 業 経 費

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

科　　　　　目

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

信 託 報 酬

経 常 費 用

特 別 損 失

当 期 純 利 益

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

そ の 他 経 常 費 用

特 別 利 益

　  2021年 4月 1日から

　  2022年 3月31日まで



 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

重要な会計方針 

1. 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

2. 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式については移動平均法による

原価法、その他有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし、市場価格のない株式等については移動平均法

による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

4. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに2016年４月１日以後に取

得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建  物 ６年～50年 

その他 ５年～20年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（主と

して5年）に基づいて償却しております。 

また、株式会社びわこ銀行との合併により生じたのれんについては、20年間の定額法により償却を行っております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数

とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額

とし、それ以外のものは零としております。 

5．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

  外貨建資産及び負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

6. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にあ

る債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、下記直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証に

よる回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が

大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）及び今後の管理に注意を要する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者

のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャ

ッシュ・フローを当初の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）

により計上しております。 

上記以外の破綻懸念先に対する債権、及び貸出条件や履行状況に問題のある債務者、業況が低調ないし不安定な債務者又は財務内

容に問題のある債務者など今後の管理に注意を要する債務者（以下「要注意先」という。）で、当該債務者に対する債権の全部または

一部が要管理債権である債務者（以下「要管理先」という。）に対する債権については今後３年間、要管理先以外の要注意先及び業績

が良好であり、かつ、財務内容にも特段の問題がないと認められる債務者（以下「正常先」という。）に対する債権については今後１

年間の予想損失額を見込んで計上しております。これらの予想損失額の算定基礎となる予想損失率は１年間又は３年間の貸倒実績を

基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求めたのち、これに将来予測等必要な修正として、当該損

失率に比して景気循環等を加味したより長期の過去一定期間における平均値に基づく損失率が高い場合にはその差分を加味して算定

しております。 

  



すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結

果を監査しております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認め

られる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は50,911百万円であります。 

(2) 賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上

しております。 

(3) 退職給付引当金

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額

を計上しております。 

また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によ

っております。なお、数理計算上の差異の処理方法は次のとおりであります。 

数理計算上の差異 各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により按分した

額を、それぞれ発生の翌期から損益処理 

(4) その他の引当金

その他の引当金は、将来発生が見込まれる費用又は損失について合理的に見積もることができる金額を計上しております。

主な内訳は次のとおりであります。

預金払戻損失引当金       2,206百万円 

負債計上を中止した預金について、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、計上しております。 

信用保証協会負担金引当金     1,182百万円 

信用保証協会の責任共有制度導入等に伴い、将来、負担金として発生する可能性のある費用を見積もり、計上しております。 

7.収益の計上方法 

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に

移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

8．ヘッジ会計の方法 

(1) 金利リスク・ヘッジ

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監

査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第 24号 2022年３月 17日。以下「業種別委員会実務指針第 24号」とい

う。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対

象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

(2) 為替変動リスク・ヘッジ

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する

会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第25号2020 年10月８日）に規定する繰延ヘッジによって

おります。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引等

をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認する

ことによりヘッジの有効性を評価しております。 

（会計方針の変更） 

収益認識に関する会計基準等の適用 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首

から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益

を認識することといたしました。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っておりますが、当事業年

度の期首の利益剰余金へ与える影響はありません。 



時価の算定に関する会計基準等の適用 

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。)等を当事業年度の期

首から適用し、時価算定会計基準第８項に従いデリバティブ取引の時価算定における時価調整手法について、市場で取引されるデリバ

ティブ等から推計される観察可能なインプットを最大限利用する手法へと見直ししております。当該見直しは時価算定会計基準等の

適用に伴うものであり、当社は、時価算定会計基準第20項また書きに定める経過措置に従い、当事業年度の期首より前に新たな会計方

針を遡及適用した場合の累積的影響額を当事業年度の期首の利益剰余金に反映しております。この結果、当事業年度の期首の「利益剰

余金」中の繰越利益剰余金が175百万円減少、その他資産が246百万円減少、繰延税金資産が55百万円増加、その他負債が14百万円減少

しております。 

また、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過

的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これにより、そ

の他有価証券のうち国内株式は原則として期末前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された価額により評価しておりましたが、

当事業年度末より事業年度末日の市場価格により評価しております。 

（重要な会計上の見積り） 

会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財務諸表に重要な影響を及ぼす

可能性があるものは、「貸倒引当金」であります。 

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額 35,670百万円

なお、上記の金額には、新型コロナウイルス感染症（以下、「COVID-19」）の感染拡大とこれに伴う経済活動の停滞により影響を受ける債

務者に対する貸出金等（99,276百万円）に内包する信用リスクに備えた追加的な引当金1,629百万円が含まれております。 

(2) 重要な会計上の見積りの内容の理解に資するその他の情報

①算出方法 

貸倒引当金の算出方法は、「重要な会計方針 6．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金」に記載しております。 

なお、上述の追加的な引当金の算出にあたっては、当社の貸出金等について、COVID-19 の感染拡大の影響分析に基づき、各債務者の信

用リスクに重要な影響が及ぶと推定される業種（以下、「COVID-19 影響業種」）を選定し、当該業種に属する要注意先の貸出金等について

は、貸倒発生や債務者区分の遷移状況等を考慮すると特に今後予想される業績悪化の程度に不確実性が伴うことから、当該貸出金等が内包

する信用リスクを反映する目的で過去の貸倒実績率に一定の修正を加えた予想損失率を用いて計上しております。具体的には、要注意先に

係る最近の貸倒損失等の発生状況を COVID-19影響業種と全業種との間で比較して貸倒実績の乖離を算定し、全業種に係る過去の貸倒実績

率に上述の乖離を反映して算定した予想損失率を用いております。 

②主要な仮定 

貸倒引当金に係る主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区分の判定における貸出

先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に判定し、設定しております。 

また、上述の追加的な引当金については、現状のCOVID-19の感染状況に鑑み、その影響は2022年度中も継続するものと仮定しておりま

す。 

③翌事業年度の財務諸表に及ぼす影響 

個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度の財務諸表における貸倒引当金に重要な影響

を及ぼす可能性があります。 

特に、COVID-19 の感染状況や経済活動への影響の変化に伴い、上述の追加的な引当金の対象となる貸出金等に係る業種や予想損失率等

に変更があった場合には、上述の追加的な引当金額は増減する可能性があります。 

（会計上の見積りの変更） 

 「重要な会計方針 6．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金」に記載の通り、破綻懸念先で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債

権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、返済実績等を考慮した見積

可能期間３年の元利払いキャッシュ・フローおよび当該期間終了後の残債に係る回収キャッシュ・フローを当初の約定利子率で割引いた金

額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。当社は、従来から債務者の

再生支援や転廃業支援の取組に注力してきましたが、COVID-19 の感染拡大による経済活動への影響が継続する状況下、その取組を一層強

化する目的で 2022年１月に実施した与信管理に係る内部規則の改訂や、破綻懸念先に対する貸倒引当金についての過年度の見積りの遡及

的な検討の実施結果などから、見積可能期間終了後の残債にかかる回収キャッシュ・フローについて、担保処分可能額のみを見積ることと

してきた従来の見積り方法を見直し、当事業年度の年度末に係る財務諸表より残債からその時点での信用リスク相当額を控除した金額を

見積る方法に変更いたしました。 

この変更により、当事業年度の経常利益および税引前当期純利益は、従来の方法によった場合に比べ589百万円増加しております。 

なお、キャッシュ・フロー見積法による破綻懸念先に対する貸倒引当金は前事業年度末比 461 百万円増加の 7,895 百万円計上いたしま

した。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

1. 関係会社の株式総額 24,221百万円 

2. 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借対照表の「有価

証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払いの全部または一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券

の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承

諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約

によるものに限る。）であります。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額   9,543百万円 

危険債権額    85,217百万円 

三月以上延滞債権額  942百万円 

貸出条件緩和債権額 25,719百万円 

合計額    121,422百万円 

  破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥ってい 

る債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

  危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利 

息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。 

  三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ず

る債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

 貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放 

棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該

当しないものであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

（表示方法の変更） 

「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（2020年 1月 24日 内閣府令第３号）が 2022年３月 31日から施行されたことに伴

い、銀行法の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示

しております。 

3. 手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国

為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが､その額面金額は14,314百万円であります。

4. 担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産 

有価証券 706,375百万円 

貸出金 1,454,991百万円 

その他資産   8,910百万円 

担保資産に対応する債務 

預金 20,099百万円 

債券貸借取引受入担保金 61,533百万円 

借用金 1,551,389百万円 

上記のほか、為替決済、デリバティブ取引等の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、現金預け金2,800百万円、その他

の資産 26,911百万円を差し入れております。 

また、その他の資産には、金融商品等差入担保金 4,749百万円、敷金保証金 2,176百万円、先物取引差入証拠金 891百万円が

含まれております。 



5. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件に 

ついて違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、694,133

百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が639,796百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社の将来のキャッ

シュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由がある

ときは、当社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契

約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況

等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

6. 土地の再評価に関する法律（1998 年３月31 日公布法律第34 号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額については、当

該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」と

して純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 1999 年3月31 日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令 （1998 年３月31日公布政令第119 号）第２条第５号に定める不動産鑑定士又は不動産鑑定士補に

よる鑑定評価に基づいて算出。 

同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の

合計額との差額                   438百万円 

7. 有形固定資産の減価償却累計額    41,496百万円 

8. 有形固定資産の圧縮記帳額      10,131百万円 

9. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の額は51,772百万円であ

ります。 

10. 関係会社に対する金銭債権総額 39,729百万円 

             貸出金  39,729百万円 

11. 関係会社に対する金銭債務総額     60,976百万円 

   預金  16,176百万円 

    譲渡性預金  44,800百万円 

 

12. 銀行法施行規則第19 条の２第１項第３号ロ（10）に規定する単体自己資本比率（国内基準）は8.42％であります。 

 

 

 

（損益計算書関係） 

1.関係会社との取引による収益 

資金運用取引に係る収益総額 154百万円 

役務取引等に係る収益総額 35百万円 

その他業務・その他経常取引に係る収益総額 118百万円 

関係会社との取引による費用 

資金調達取引に係る費用総額 1百万円 

役務取引等に係る費用総額 2,388百万円 

その他の取引に係る費用総額 1,645百万円 

 

 

    



2. 関連当事者情報 

(1) 当社と関連当事者の取引 

① 当社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

    記載すべき重要なものはありません。 

② 親会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

種類 
会社等の 
名称 

議決権等の 
所有(被所有) 

割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

親会社の役員及
びその近親者が
議決権の過半数
を所有している
会社 

株式会社 
田エンタ
ープライ
ズ 
(注2) 

（被所有） 
直接 
0.00％ 

融資取引 
資金の貸付 
(注1,3) 

― 貸出金 67 

(注) 1. 取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般の取引先と同様であります。 

2. 当社の親会社である株式会社りそなホールディングスの執行役太田成信氏の近親者が議決権の過半数を所有している会社

であります。 

3. 貸出金の担保として不動産を受入れております。 

③ 当社の子会社等 

種類 
会社等の 
名称 

議決権等の 
所有(被所有) 

割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

子会社 
関西みらい保証 
株式会社 

直接 
100％ 

保証委託関係 
預金取引関係 
役員の兼任 

住宅ローン等に 
係る被保証（注1） 

1,423,792 ― ― 

保証料（注2） 865 未払費用 76 

代位弁済 754 ― ― 

子会社 
関西総合信用 
株式会社 

直接 
100％ 

保証委託関係 
預金取引関係 
役員の兼任 

住宅ローン等に 
係る被保証（注1） 

1,369,449 ― ― 

保証料（注2） 1,374 未払費用 111 

代位弁済 1,846 ― ― 

子会社 
びわこ信用保証 
株式会社 

間接 
100％ 

保証委託関係 
預金取引関係 
役員の兼任 

住宅ローン等に 
係る被保証（注1） 

120,490 ― ― 

保証料（注2） 148 未払費用 11 

代位弁済 181 ― ― 

 (注）取引条件及び取引条件の決定方針等  

1. 住宅ローン等に係る被保証の取引金額は、当事業年度末の被保証残高を記載しております。 

2. 住宅ローン等に係る被保証の保証条件は、信用リスク等を勘案し、毎期交渉の上決定しております。 

④ 当社の親会社の子会社等 

種類 
会社等の 
名称 

議決権等の 
所有(被所有) 

割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

親会社の
子会社 

株式会社 
りそな銀行 
(注1) 

なし 

市場取引関係 
業務委託取引関係 
不動産賃借 
役員の兼任 

短期資金の調達 
(注2) 

230,000 
(注4) 

コール 
マネー 

230,000 

コールマネー利息 
(注2) 

△63 未払利息 △0 

親会社の
子会社 

りそな保証 
株式会社 
(注1) 

なし 預金取引関係 
譲渡性預金の受入 
(注3) 

179,035 
(注5) 

譲渡性預金 181,000 

(注) 1. 当社の親会社である株式会社りそなホールディングスの子会社であります。 

2. 約定利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

3. 取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般の取引先と同様であります。 

4. 短期資金の調達の取引金額は、短期的な市場性の取引等であるため、期末残高を記載しております。 

5. 譲渡性預金の受入の取引金額は、当事業年度中の平均残高を記載しております。 

  



 

⑤ 役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

種類 
会社等の 
名称 

議決権等の 
所有(被所有) 

割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

役員及びその近
親者が議決権の
過半数を所有し
ている会社等
（当該会社等の
子会社を含む） 

株式会社 
尾賀亀 
(注2) 

（被所有） 
直接 
0.00％ 

融資取引 
資金の貸付 
(注1,4) 

― 貸出金 156 

滋賀自工 
株式会社 
(注2) 

（被所有） 
直接 
0.00％ 

融資取引 
引受業務 

資金の貸付 
(注1,5) 

60 貸出金 99 

銀行保証付私募債
の引受 
(注1) 

― 有価証券 35 

滋賀県綜
合輸送協
同組合 
(注3) 

― 融資取引 
資金の貸付 
(注1) 

15 貸出金 16 

(注) 1. 取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般の取引先と同様であります。 

2. 当社の取締役尾賀康裕氏及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社の子会社であります。 

3. 当社の取締役尾賀康裕氏が代表理事として業務執行を決定する権限を有している組合であります。 

4. 貸出金の担保として不動産を受入れております。 

5. 貸出金の担保として預金、不動産を受入れております。 

 (2) 当社の連結子会社と関連当事者との取引 

関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。 

3. その他の経常費用には、経営統合関係費用 1,194百万円を含んでおります。 

4. 当社は、営業用店舗については、主として営業店毎（複数店がエリア（地域）で一体となり営業を行っている場合は当該エリア毎）に

継続的な収支の把握を行っていることから営業店（又はエリア）をグルーピングの単位としております。遊休資産及び店舗の統廃合に

より廃止が決定している資産については各資産を、グルーピングの最小単位としております。本店、システム等については独立したキ

ャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。 

このうち、店舗統合・移転等の決定、及び営業キャッシュ・フローの低下した以下の営業用店舗や遊休資産について、投資額の回収

が見込まれないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、また、システム統合等により利用中止が見込まれるソフトウェア等のシス

テム関連資産については、帳簿価額全額を減額し、当該減少額の合計3,347百万円を減損損失として特別損失に計上しております。 

地域 用途 種類 減損損失 

大阪府下 営業用店舗等 土地建物・ソフトウェア等 2,861百万円 

滋賀県下 営業用店舗等 土地建物・ソフトウェア等  313百万円 

兵庫県下 営業用店舗等 土地建物等  125百万円 

上記以外 営業用店舗等 土地建物等  48百万円 

なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、不動産鑑定評価基準等に基づいた評価額から処分費用見込

額を控除して算出しております。 

上記の減損損失のうち、ソフトウェアに関するものは179百万円であります。 

 

 

 

  



 

（有価証券関係） 

貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金及び「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。 

1. 満期保有目的の債券（2022年３月31日現在） 

 
種類 

貸借対照表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

時価が貸借対照表 

計上額を超えるもの 

国債 6,764 7,220 455 

社債 31,838 32,216 378 

小計 38,603 39,437 833 

時価が貸借対照表 

計上額を超えないもの 

国債 223,107 215,895 △7,211 

地方債 3,798 3,770 △28 

社債 32,229 31,893 △335 

小計 259,135 251,559 △7,575 

合計 297,738 290,996 △6,742 

2. 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2022年３月31日現在） 

市場価格のあるものはありません。 

なお、市場価格のない子会社・子法人等株式及び関連法人等株式は、以下のとおりであります。 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

子会社・子法人等株式 24,221 

 3. その他有価証券（2022年３月31日現在） 

 
種類 

貸借対照表計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

株式 7,669 3,743 3,926 

債券 85,099 84,885 213 

地方債 11,745 11,742 2 

社債 73,353 73,143 210 

その他 33,195 30,185 3,010 

小計 125,964 118,814 7,150 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

株式 284 340 △56 

債券 407,121 409,704 △2,582 

  国債 105,946 106,980 △1,033 

地方債 136,302 136,671 △369 

社債 164,872 166,052 △1,180 

その他 71,622 74,794 △3,172 

小計 479,028 484,839 △5,811 

合計 604,992 603,653 1,338 

 (注)上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

非上場株式 2,595 

組合出資金 1,644 

組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2019年７月４日）第27項に

基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

4 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日） 

 
売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

株式 577 357 0 

債券 233,169 700 473 

国債 231,015 688 473 

社債 2,153 11 0 

その他 44,481 1,107 1,713 

合計 278,228 2,165 2,186 



 

5. 減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて

著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額

とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

当事業年度における減損処理額は、29百万円であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、償却・引当基準の自己査定による有価証券発行会社の債務者区分に従い、

次のとおりとしております。 

正常先：原則として時価が取得原価に比べて50%以上下落 

要注意先：時価が取得原価に比べて30%以上下落 

破綻先、実質破綻先、破綻懸念先：時価が取得原価に比べて下落 

 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

繰延税金資産   

貸倒引当金及び貸出金償却 25,069 百万円 

退職給付引当金 

減損損失 

6,218 

4,373 
 

有価証券償却 3,579  

その他 8,201  

繰延税金資産小計 47,441  

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △20,422  

評価性引当額小計 △20,422  

繰延税金資産合計 27,018  

繰延税金負債   

前払年金費用 △7,329  

その他有価証券評価差額金 △281  

退職給付信託設定益 △1,535  

その他 △1,185  

繰延税金負債合計 △10,331  

繰延税金資産の純額 16,687 百万円 

 

(注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額 

当事業年度（2022年３月31日） 

 
１年以内 

（百万円） 

１年超 

２年以内 

（百万円） 

２年超 

３年以内 

（百万円） 

３年超 

４年以内 

（百万円） 

４年超 

５年以内 

（百万円） 

５年超 

（百万円） 

合計 

（百万円） 

税務上の繰越欠損金(*1) ― 7 11 ― ― ― 19 

評価性引当額 ― ― ― ― ― ― ― 

繰延税金資産 ― 7 11 ― ― ― (*2) 19 

       *1. 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。 

       *2. 収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得が生じる可能性が高いと見込まれるため、回収可能と判断しております。 

 

（１株当たり情報） 

１株当たり純資産 3,644円62銭 

１株当たり当期純利益 113円90銭 
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